国際民事訴訟法(高橋宏司担当)　2007年度期末試験
第一問

甲国に居住していた日本人女Xと甲国人男Yは婚姻し、双子のAとBが生まれた。その後、Xは、二人の育児を負担に感じるようになり、BとYを甲国に残したまま、Aを連れて来日し、以後、両親から育児の手助けを受けながら、Aと一緒に日本に居住している。次の(1)から(3)の事実が、その順序で発生したとして、各問に答えよ。
(1) Xは、充分な収入を得られず、Aの育児などに出費もかさむことから、収入の多いYに対して、婚姻費用の分担請求をしようと考えた。わが国に国際裁判管轄権は認められるか。(10点)
(2) Yは、何度もXに甲国への帰国を促したが、Xがそれに応じる気配がないので、甲国において離婚訴訟を提起した。訴状は、Yにより郵便で送付され、日本にてXに受領されたが、甲国語で記載されており日本語の翻訳文は添付されていなかった。甲国は「民事又は商事に関する裁判上及び裁判外の文書の外国における送達及び告知に関する条約」（送達条約）の締約国である。Xは甲国語に堪能で、訴状の内容を理解したが、甲国訴訟に応訴しなかった。甲国裁判所は、Yの離婚請求を認める判決を言い渡し、判決は確定した。同判決は、わが国で承認されるか。外国離婚判決の承認要件として民事訴訟法118条を適用する説に従い、3号および4号の要件は充足するものとして、論ぜよ。(30点)
(3) Xは、日本人男Zと婚姻して生活を立て直したいと考えるようになった。そこで、Yを相手取り、離婚、慰謝料の支払い、およびAとBの親権者の自己への指定を求める訴訟をわが国で提起した。それぞれの請求について、わが国に国際裁判管轄権が認められるか。(2)において、甲国の離婚判決がわが国で承認されないと仮定して論ぜよ。(30点)
第二問

日本企業Yは、アメリカ合衆国甲州連邦裁判所において、X(アメリカ人)に訴えられた。Yには、口頭宣誓供述録取という証拠開示手続が適式に通知され、Yの役員の出席が求められたが、Yの役員は、全員、業務に忙しく、出席を怠った。甲州連邦裁判所は、連邦民事訴訟規則に基づき、Yの非協力が故意によるものであると認定し、制裁として、Xの主張事実の証明があったものとみなした。そのうえで、500万米ドルをXに支払うようYに命ずる判決を言い渡し、判決は確定した。この金額の内訳は、実際に生じた損害の賠償としての100万米ドルならびに制裁のための損害賠償としての400万米ドルである。このうち、制裁のための損害賠償は、YのXとの日本での取引がYの悪質な詐欺行為に当たるという理由で加えられた。この判決の日本における執行は認められるか。民事訴訟法118条の1号、2号及び4号の各要件は充足するものとして論ぜよ。(30点)
